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本
稿
は
、近
時
注
目
さ
れ
て
い
る

ベ
ン
チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
に
つ
い
て
、そ

の
外
延
を
明
ら
か
に
し
な
が
ら
、な

か
で
も
新
株
予
約
権
付
融
資
に
着
目

し
、事
業
成
長
担
保
権
の
活
用
可
能

性
を
探
り
つ
つ
、主
要
な
法
的
論
点

を
概
観
す
る
も
の
で
あ
る（
注
１
）。

一 

　
ベ
ン
チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
の

概
要

　
２
０
２
２
年
11
月
28
日
、
日
本
政

府
は
新
し
い
資
本
主
義
実
現
会
議
に

お
い
て
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
育
成
５

か
年
計
画
」
を
決
定
し
、
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
の
た
め
の
資
金
供
給
の
強
化

を
目
標
の
一
つ
と
し
て
掲
げ
た
（
同

計
画
３
頁
）。
こ
の
よ
う
な
日
本
政

府
の
後
押
し
の
ほ
か
、
ベ
ン
チ
ャ
ー

デ
ッ
ト
の
旗
振
り
役
で
あ
っ
た
米
国

Silicon Valley Bank

の
破
綻
や
、

国
内
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
お
け
る
エ

ク
イ
テ
ィ
性
の
資
金
調
達
環
境
の
地

合
い
も
あ
い
ま
っ
て
、
幅
広
い
ス

テ
ー
ジ
に
あ
る
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
向

け
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
手
法
と
し
て
、

近
時
「
ベ
ン
チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
」
が
注

目
さ
れ
て
い
る
。

　
も
っ
と
も
、
何
を
も
っ
て
「
ベ
ン

チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
」
と
す
る
か
に
つ
い

て
は
意
見
の
一
致
を
み
な
い
。
例
え

ば
貸
し
手
一
つ
と
っ
て
み
て
も
、
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
育
成
５
か
年
計
画
に

お
い
て
は
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
の
主
た
る

供
給
主
体
と
し
て
「
銀
行
等
」
そ
の

他
の
「
金
融
機
関
」
が
想
定
さ
れ
て

い
る
が
、
実
際
に
は
デ
ッ
ト
フ
ァ
ン

ド
に
よ
る
資
金
供
給
の
事
例
が
多
く

見
受
け
ら
れ
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、

投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
（
以
下
、

「
Ｌ
Ｐ
Ｓ
」
と
い
う
）
や
匿
名
組
合

契
約
（
以
下
、「
Ｔ
Ｋ
」
と
い
う
）

に
よ
る
貸
付
型
フ
ァ
ン
ド
も
、
ベ
ン

チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
の
貸
し
手
と
し
て
整

理
す
る
こ
と
が
妥
当
で
あ
ろ
う
。

　
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
そ
れ
ら
の

貸
し
手
（
以
下
、
特
段
断
り
の
な
い

限
り
単
に「
レ
ン
ダ
ー
」と
い
う
）が
、

図
表
の
い
ず
れ
か
の
負
債
性
の
リ
ス

ク
マ
ネ
ー
を
供
給
す
る
方
法
を
総
称

し
て
、「
ベ
ン
チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
」
と

整
理
す
る
。
な
お
、
図
表
⑴
の
融
資

は
通
常
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ロ
ー
ン
で

あ
る
が
、
こ
れ
に
よ
る
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
（
以
下
、
特
段
断
り
の
な
い

限
り
、融
資
等
の
文
脈
で
は
単
に「
融

資
先
企
業
」と
い
う
）に
対
す
る
フ
ァ

イ
ナ
ン
ス
事
例
も
わ
が
国
で
は
広
く

ベ
ン
チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
と
呼
称
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
本
稿
で
も
こ
の
よ

う
な
実
情
に
従
う
。

二 

　
新
株
予
約
権
付
融
資
型

ベ
ン
チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
の
位

置
づ
け

　
新
株
予
約
権
付
融
資
型
ベ
ン

チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
（
以
下
、「
予
約
権

付
ロ
ー
ン
」
と
い
う
）
の
諸
論
点
の

検
討
に
先
立
ち
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

向
け
に
数
あ
る
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
手
法

の
中
で
、
か
か
る
手
法
が
ど
の
よ
う

に
位
置
づ
け
ら
れ
る
か
を
検
討
す
る

こ
と
も
有
益
で
あ
ろ
う
。

　
一
般
に
、
わ
が
国
の
シ
ー
ド
期
を

除
く
幅
広
い
ス
テ
ー
ジ
の
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
で
は
、
優
先
株
式
に
よ
る
資

金
調
達
が
近
年
浸
透
し
て
い
る
。
普

通
株
式
に
優
先
す
る
残
余
財
産
分
配

請
求
権
・
配
当
請
求
権
を
付
与
さ
れ

た
優
先
株
式
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ

り
、
投
資
家
側
も
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

ベ
ン
チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
の
概
要
と

ベ
ン
チ
ャ
ー
デ
ッ
ト
の
概
要
と

　
　
　
　
　
　
　
　
実
務
上
の
諸
論
点

　
　
　
　
　
　
　
　
実
務
上
の
諸
論
点

西
村
あ
さ
ひ
法
律
事
務
所
・
外
国
法
共
同
事
業 

弁
護
士
　
齋
藤 

　
崇
・
水
井 

　
大
・
宮
澤 

　
哲
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融
資
判
断
に
お
い
て
、
事
業
計
画

書
を
読
み
解
き
、
顧
客
の
問
題
点
や

強
み
を
理
解
す
る
力
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。
ま
た
、
経
営
行
動
計
画
書
を

顧
客
と
と
も
に
作
り
、
融
資
実
行
後

も
伴
走
型
の
支
援
を
行
う
こ
と
も
重

要
視
さ
れ
て
い
る
。
事
業
計
画
を
正

確
に
見
て
判
断
す
る
こ
と
に
よ
り
、

経
営
者
保
証
の
解
除
検
討
に
活
か
す

こ
と
が
で
き
る
。
こ
こ
で
は
、
事
業

計
画
の
作
り
方
や
見
方
、
留
意
点
に

つ
い
て
解
説
す
る
。

一
　
事
業
計
画
書
と
は

１　
事
業
計
画
書
の
目
的

　
事
業
計
画
書
は
、
経
営
者
の
頭
の

中
に
あ
る
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
を
整
理
し

て
具
現
化
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
。
目

的
と
し
て
は
、
内
部
向
け
と
外
部
向

け
が
あ
る
。
内
部
向
け
は
い
わ
ゆ
る

社
内
向
け
で
あ
り
、
事
業
の
内
容
を

説
明
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
ビ
ジ
ネ

ス
の
将
来
的
な
売
上
・
利
益
の
見
込

み
や
、
そ
の
計
画
を
達
成
す
る
た
め

の
戦
略
を
記
載
す
る
こ
と
で
、
会
社

を
導
く
羅
針
盤
の
役
割
を
果
た
す
。

外
部
向
け
の
事
業
計
画
は
、
投
資
家

や
金
融
機
関
、
補
助
金
事
務
局
な
ど

第
三
者
に
提
示
す
る
こ
と
で
、
出
資

や
融
資
、
補
助
金
と
い
っ
た
投
資
資

金
を
得
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
。
い

わ
ば
、
口
頭
説
明
だ
け
で
は
伝
え
ら

れ
な
い
ビ
ジ
ネ
ス
の
協
力
者
集
め
の

ツ
ー
ル
と
い
え
る
。

２　
融
資
に
お
け
る
事
業
計
画

　
金
融
機
関
に
と
っ
て
融
資
は
先
行

投
資
で
あ
る
。
顧
客
が
融
資
の
申
込

み
に
お
い
て
、
融
資
期
間
を
見
通
し

て
、
ど
の
よ
う
な
経
営
を
行
い
、
ど

の
よ
う
に
売
上
・
利
益
を
上
げ
て
い

く
の
か
道
筋
を
示
す
こ
と
が
判
断
材

料
の
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
。

　
一
般
に
融
資
稟
議
は
、
担
当
者
か

ら
課
長
、
支
店
長
な
ど
数
名
が
順
に

承
認
す
る
。
そ
の
際
に
、
決
算
書
や

こ
れ
ま
で
の
取
引
ぶ
り
、
経
営
者
の

資
質
な
ど
様
々
な
要
素
を
見
る
が
、

こ
と
将
来
の
予
想
と
し
て
は
事
業
計

画
書
を
し
っ
か
り
と
作
成
す
る
こ
と

に
よ
り
説
得
力
が
増
す
の
で
あ
る
。

筆
者
の
経
験
で
は
、
事
業
計
画
が
付

い
て
い
る
稟
議
書
の
ほ
う
が
、
具
体

的
な
将
来
像
を
イ
メ
ー
ジ
で
き
る
。

貸
し
手
と
し
て
は
、
貸
し
た
金
額
が

計
画
ど
お
り
に
返
済
さ
れ
る
の
か
が

最
大
の
判
断
に
な
る
。
よ
っ
て
、
事

業
に
将
来
性
が
見
込
め
ず
、
返
済
能

力
が
危
ぶ
ま
れ
る
場
合
に
は
融
資
の

認
可
は
下
り
な
い
。
担
当
者
が
回
付

す
る
融
資
稟
議
で
は
、
事
業
計
画
書

の
損
益
見
込
や
資
金
計
画
に
現
実
性

が
あ
る
こ
と
、
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の

特
徴
や
市
場
の
状
況
を
踏
ま
え
た
う

え
で
、
売
上
・
利
益
の
根
拠
に
説
得

力
が
あ
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

３ 　
事
業
性
の
評
価
（
事
業
性

評
価
融
資
）

　
金
融
庁
は
２
０
１
４
年
９
月
に
示

し
た
「
平
成
26
事
務
年
度
金
融
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
基
本
方
針
」
に
お
い
て
、

重
点
施
策
と
し
て
「
事
業
性
評
価
に

基
づ
く
融
資
等
」
を
示
し
た
。
こ
こ

で
は
、「
金
融
機
関
は
、
財
務
デ
ー

事
業
計
画
書
、
経
営
行
動
計
画
書
の
見
方
と
顧
客
支
援

経
営
デ
ザ
イ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
オ
フ
ィ
ス 

代
表　

川
居 

宗
則

今
月
の
解
説
②
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質
　
問

　
甲
銀
行
の
融
資
先
Ａ
株
式
会
社

は
、
２
０
０
２
年
12
月
に
職
権
で
解

散
の
登
記
（
代
表
清
算
人
は
Ａ
社
代

表
取
締
役
Ｂ
）
が
さ
れ
、
さ
ら
に
同

社
の
登
記
記
録
が
閉
鎖
さ
れ
ま
し
た

が
、
２
０
２
３
年
３
月
に
復
活
登
記

が
さ
れ
ま
し
た
。

　
そ
の
間
、
連
帯
保
証
人
Ｂ
よ
り
保

証
債
務
の
返
済
を
受
け
る
の
み
で
し

た
が
、
同
社
名
義
の
当
行
担
保
物
件

の
任
意
売
却
に
際
し
て
担
保
解
除
と

引
換
え
に
主
債
務
の
弁
済
を
受
け
ま

し
た
。
こ
の
場
合
、
主
債
務
の
時
効

消
滅
を
主
張
さ
れ
な
い
で
し
ょ
う

か
。

回
　
答

　
Ａ
社
の
代
表
清
算
人
Ｂ
は
、
同
社

所
有
担
保
物
件
の
売
却
に
際
し
て
被

担
保
債
権
の
存
在
を
認
識
し
て
返
済

し
た
も
の
で
債
務
承
認
と
解
す
る
こ

と
が
で
き
る
の
で
、
当
該
返
済
後
の

消
滅
時
効
の
援
用
は
信
義
則
上
許
さ

れ
ま
せ
ん
。

解
　
説

一
　
事
案
の
経
過

　
事
案
の
具
体
的
な
経
過
は
次
の
と

お
り
で
す
。
す
な
わ
ち
、
甲
銀
行
の

融
資
先
Ａ
社
は
、
２
０
０
２
年
12
月

に
商
法
４
０
６
条
の
３
第
１
項
（
現

行
会
社
法
４
７
２
条
１
項
）
の
規
定

に
よ
り
解
散
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ

職
権
で
解
散
の
登
記
が
さ
れ
、
そ
の

後
10
年
の
経
過
に
よ
り
職
権
で
Ａ
社

の
登
記
記
録
が
閉
鎖
さ
れ
ま
し
た

（
商
業
登
記
規
則
81
条
１
項
１
号
）。

　
２
０
２
３
年
３
月
、
Ａ
社
は
、
同

社
名
義
の
甲
銀
行
担
保
不
動
産
を
売

却
す
る
た
め
、
同
社
の
本
店
所
在
地

を
管
轄
す
る
登
記
所
に
清
算
を
結
了

し
て
い
な
い
旨
の
申
出
を
行
い
、
同

社
の
登
記
記
録
の
復
活
登
記
（
同
規

則
81
条
３
項
）
が
さ
れ
ま
し
た
。
そ

の
後
、
当
該
担
保
物
件
が
任
意
売
却

さ
れ
、
甲
銀
行
は
、
根
抵
当
権
の
抹

消
と
引
換
え
に
融
資
債
権
の
返
済
を

受
け
ま
し
た
。

二 　
休
眠
会
社
と
し
て
の
解
散

と
登
記
記
録
の
閉
鎖
・
復
活

　
Ａ
社
は
、
休
眠
会
社
と
し
て
解
散

し
た
と
み
な
さ
れ
た
後
３
年
を
経
過

し
て
い
る
た
め
、
株
式
会
社
を
継
続

す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
（
会
社
法

４
７
３
条
）。
ま
た
、
清
算
手
続
が

終
了
し
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず

登
記
記
録
が
閉
鎖
さ
れ
た
た
め
、
そ

の
旨
を
申
し
出
る
こ
と
に
よ
り
登
記

記
録
が
復
活
さ
れ
て
法
人
格
を
回
復

で
き
て
い
ま
す
が
、
こ
の
場
合
は
、

清
算
株
式
会
社
と
し
て
清
算
事
務
を

行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

三 　
主
債
務
の
時
効
消
滅
後
の

弁
済
と
保
証
人
の
弁
済

　
主
債
務
者
Ａ
社
が
解
散
登
記
さ
れ

た
後
、
10
年
以
上
に
わ
た
り
連
帯
保

証
人
Ｂ
の
保
証
人
と
し
て
の
弁
済
は

継
続
的
に
受
け
て
き
た
も
の
の
、
Ａ

社
に
よ
る
弁
済
を
受
け
て
い
な
い
た

め
、
主
債
務
に
つ
い
て
消
滅
時
効
の

完
成
を
主
張
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
り

ま
す
。

　
た
だ
し
、
主
債
務
者
Ａ
社
名
義
不

動
産
の
売
却
に
伴
う
債
権
者
甲
銀
行

へ
の
弁
済
が
、
主
債
務
の
消
滅
時
効

経
済
法
令
研
究
会 

講
師
　
髙
橋 

恒
夫

債
権
管
理
回
収
・
現
場
の
実
務
Ｑ
＆
Ａ（
上
）

今
号
と
次
号
の
２
ヵ
月
に
わ
た
り
、普
段
か
ら
現
場
の
悩
み
を
聞
い
て
い
る
金
融
法
務
に
精
通
し
た
講
師（
元
銀
行
員
）と
、

サ
ー
ビ
サ
ー
の
顧
問
弁
護
士
（
次
号
担
当
）
が
、
債
権
管
理
回
収
の
現
場
で
持
ち
上
が
る
ケ
ー
ス
を
も
と
に
解
説
し
ま
す
。

特別企画

株
式
会
社
の
復
活
登
記
と
債
務
の
弁
済

  

１
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は
じ
め
に

　
筆
者
は
、
協
同
組
合
組
織
の
地
域

福
祉
金
融
機
関
に
約
27
年
所
属
し
、

主
に
個
人
や
非
営
利
組
織
へ
の
融
資

業
務
の
統
括
の
ほ
か
、
ソ
ー
シ
ャ
ル

ビ
ジ
ネ
ス
支
援
や
赤
字
病
院
の
再
建

等
を
経
験
し
て
き
た
。
し
か
し
な
が

ら
、
近
年
の
急
速
な
外
部
環
境
の
変

化
で
複
雑
化
す
る
社
会
課
題
や
変
化

に
適
応
で
き
ず
に
苦
し
む
中
高
年
層

（
自
分
も
含
め
）
の
弊
害
を
強
く
実

感
す
る
と
と
も
に
、
私
自
身
も
能
力

の
限
界
を
感
じ
、
社
会
人
大
学
院
生

と
し
て
２
つ
の
大
学
院
で
経
営
を
学

び
直
し
、
特
に
ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー

シ
ッ
プ
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
や
ソ
ー

シ
ャ
ル
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
ケ
ー
ス
事
例

を
徹
底
的
に
学
び
、
社
会
課
題
に
向

き
合
う
起
業
家
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

を
広
げ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
こ
う
し
た
学
び
や
現
場
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
ご
縁
か
ら
、
昨
春
よ
り
地

元
北
海
道
の
私
立
大
学
の
地
域
社
会

学
科
で
「
金
融
学
」
を
教
え
る
こ
と

に
な
り
、「
金
融
の
基
礎
的
な
概
念

を
理
解
す
る
だ
け
で
は
な
く
、
実
際

の
地
域
社
会
の
課
題
解
決
に
ど
の
よ

う
に
役
立
て
る
か
を
考
え
ら
れ
る
人

材
を
育
成
す
る
」
を
テ
ー
マ
と
し
て

全
15
回
の
講
義
を
担
当
し
た
。

　
本
稿
は
、
そ
こ
で
取
り
組
ん
だ
内

容
に
加
え
、
筆
者
が
得
た
示
唆
、
所

感
を
含
め
て
ご
紹
介
す
る
も
の
で
あ

る
。

一 

　
私
が
取
り
組
ん
だ 

大
学
生
向
け「
金
融
学
」

１ 　

地
域
社
会
学
科
に
お
い
て

金
融
学
を
教
え
る
意
義

　
一
般
に
、
金
融
学
と
は
、
一
般
に

金
融
論
と
し
て
金
融
経
済
学
と
貨
幣

経
済
学
の
総
称
で
あ
っ
た
り
、
ま
た

貨
幣
経
済
学
の
み
を
捉
え
て
指
す
こ

と
も
あ
る
。
本
講
義
で
は
、
後
者
の

貨
幣
経
済
学
を
中
心
に
、
金
融
の
基

礎
的
な
概
念
な
ら
び
に
金
融
の
仕
組

み
全
体
で
あ
る
金
融
シ
ス
テ
ム
を
取

り
あ
げ
た
。

　
講
義
を
担
当
し
た
大
学
は
社
会
学

系
で
あ
り
、
地
域
社
会
学
科
に
お
い

て
金
融
学
が
組
み
込
ま
れ
て
い
る
。

実
は
、こ
こ
に
大
き
な
意
義
が
あ
る
。

近
時
よ
く
い
わ
れ
る
金
融
教
育
と

は
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
を
高
め
る
た

め
、
お
金
や
金
融
シ
ス
テ
ム
の
仕
組

み
、
資
産
形
成
に
関
す
る
知
識
や
理

解
を
深
め
て
も
ら
う
こ
と
を
指
し
て

い
る
。
も
ち
ろ
ん
こ
れ
も
消
費
者
の

観
点
か
ら
は
意
義
深
い
も
の
で
あ
る

一
方
で
、
金
融
シ
ス
テ
ム
が
社
会
に

と
っ
て
ど
の
よ
う
に
役
に
立
っ
て
い

る
の
か
、
特
に
、
複
雑
化
す
る
地
域

社
会
の
課
題
の
解
決
に
ど
の
よ
う
に

役
に
立
つ
の
か
を
考
え
る
、
金
融
に

携
わ
る
側
か
ら
の
観
点
も
非
常
に
重

要
で
あ
る
と
考
え
る
。

　
社
会
学
の
意
義
に
つ
い
て
、（
一

社
）日
本
社
会
学
会
は「
調
査
と
デ
ー

タ
を
ふ
ま
え
て
社
会
の
現
実
を
理
論

的
に
理
解
し
な
が
ら
説
明
し
よ
う
と

論　　考

一
般
財
団
法
人
北
海
道
勤
労
者
信
用
基
金
協
会 

参
与　

岩
立 

顕
一
郎

社
会
活
動
家
（
コ
ネ
ク
タ
）　

　
　 

　
　
　  

次
世
代
金
融
人
材
の
育
成
に
向
け
て

　̶
̶

「
金
融
学
」
講
義
か
ら
得
た
示
唆
と
金
融
の
本
質
再
考
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データガバナンス体制のポイント
金融機関の

第１回　安全管理措置と監督義務第１回　安全管理措置と監督義務

集中連載集中連載

三宅法律事務所 弁護士　越田 晃基三宅法律事務所 弁護士　越田 晃基
こしだ・こうき●2015 年早稲田大学卒業、16 年早稲田大学法科大学院中退
（司法修習のため）。17年弁護士登録。20～21年金融機関出向。著書として『令
和２年改正個人情報保護法の実務対応』（共著、中央経済社）、『金融機関の法務
対策 6000 講』（共著、金融財政事情研究会）、『テーマ別金融パーソンのための
規制とコンプラ対応』（共著、中央経済社）がある。

こしだ・こうき●2015 年早稲田大学卒業、16 年早稲田大学法科大学院中退
（司法修習のため）。17年弁護士登録。20～21年金融機関出向。著書として『令
和２年改正個人情報保護法の実務対応』（共著、中央経済社）、『金融機関の法務
対策 6000 講』（共著、金融財政事情研究会）、『テーマ別金融パーソンのための
規制とコンプラ対応』（共著、中央経済社）がある。

　
近
時
、
個
人
情
報
保
護
委
員

会
に
よ
る
行
政
指
導
事
案
の
実

名
公
表
ケ
ー
ス
が
増
加
傾
向
に

あ
る
（
図
表
）。
令
和
３
年
度
以

前
は
個
人
デ
ー
タ
の
漏
え
い
等

事
案
で
指
導
さ
れ
た
と
し
て
も

実
名
公
表
に
至
る
ケ
ー
ス
は
な

か
っ
た
よ
う
で
あ
る
（
注
）
が
、

令
和
４
年
度
以
降
の
実
名
公
表

ケ
ー
ス
の
多
く
は
、
漏
え
い
等

事
案
を
契
機
と
し
て
、
個
人
デ
ー

タ
の
安
全
管
理
措
置
（
個
人
情

報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
以

下
本
連
載
に
お
い
て
「
個
人
情

報
保
護
法
」
と
い
う
）
23
条
）

や
委
託
先
監
督
（
同
法
25
条
）

の
不
備
を
指
摘
す
る
も
の
で
あ

る
。

　
本
連
載
で
は
、
こ
の
よ
う
な

個
人
情
報
保
護
委
員
会
の
実
名
公
表
傾

向
も
踏
ま
え
、
金
融
機
関
の
デ
ー
タ
ガ

バ
ナ
ン
ス
体
制
に
関
す
る
各
種
規
制
お

よ
び
留
意
点
を
４
回
に
わ
け
て
概
観
す

る
。　

は
じ
め
に

　
個
人
情
報
保
護
法
（
以
下
、「
法
」

と
い
う
こ
と
が
あ
る
）
は
、
個
人
情

報
取
扱
事
業
者
の
構
築
す
べ
き
デ
ー

タ
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
に
関
し
、
安
全

管
理
措
置
（
法
23
条
）
お
よ
び
従
業

者・委
託
先
の
監
督
（
法
24
〜
25
条
）

を
定
め
て
い
る
。
ま
た
、
金
融
機
関

に
お
い
て
は
、
個
人
情
報
取
扱
事
業

者
の
中
で
も
特
に
個
人
情
報
の
適
正

な
取
扱
い
に
つ
き
厳
格
な
実
施
を
確

保
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
こ
れ
ら

の
内
容
は
「
金
融
分
野
に
お
け
る
個

人
情
報
保
護
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
」（
以
下
、「
金
融
分
野
Ｇ
Ｌ
」
と

い
う
）
お
よ
び
「
金
融
分
野
に
お
け

【図表】個人情報保護委員会公表件数
年度 「指導及び助言」の件数（※１） うち実名公表の数（※２）

令和２ 198 件 ０件
令和３ 217 件 １件
令和４
（※３） 139 件 17 件

令和５ 上半期のみで 222 件 上半期のみで 30件
※１　各年度の個人情報保護委員会「年次報告・上半期報告」報告。
※２ 　指導に関し個人情報保護委員会が実名公表を行った個人情報取扱

事業者および行政機関等の合計数。勧告や命令等に係る実名公表ケ
ースは含まない。

※３ 　令和４年度からは行政機関等に対する指導及び助言の件数も公表
されているため、その件数も合算している。

（出所）個人情報保護委員会公表資料を元に筆者作成


